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平成２６年（国）第３４０号

平成２６年１２月２５日

主文

後記「理由」欄第２の２記載の原処分を取

り消す。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、主文と同旨の裁決

を求めるということである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、統合失調症（以下「当該傷

病」という。）により障害の状態にある

として、平成○年○月○日（受付）、厚

生労働大臣に対し、いわゆる事後重症に

よる請求（以下「事後重症請求」という。）

として、障害基礎年金の裁定を請求（以

下「先行裁定請求」という。）したところ、

厚生労働大臣は、同年○月○日付で、請

求人に対し、同年○月○日を受給権発生

日とする障害等級２級の障害基礎年金を

支給する旨の処分（以下「先行処分」と

いう。）をした。

２　請求人は、当該傷病により障害の状態

にあるとして、平成○年○月○日（受付）、

厚生労働大臣に対し、いわゆる障害認定

日による請求（以下 ｢認定日請求 ｣とい

う。）として、障害基礎年金の裁定を請

求（以下「本件裁定請求」という。）し

たところ、厚生労働大臣は、同年○月○

日付で、請求人に対し、受給権を取得し

た年月を平成○年○月とする障害等級２

級の障害基礎年金の裁定を行うととも

に、時効により消滅した平成○年○月以

前分の年金を除き、平成○年○月分から

支給する旨の処分（以下「原処分」とい

う。）をした。

３　請求人は、原処分を不服とし、○○厚

生局社会保険審査官に対する審査請求を

経て、当審査会に対し、再審査請求をし

た。

不服の理由は、請求人は、先行裁定

請求をする前に、○○県の○○町役場年

金担当窓口（以下「本件窓口」という。）

に３回年金相談に行ったが、３回とも認

定日請求についての相談であった、しか

るに本件窓口は請求人に対し、診断書用

紙を１枚だけ手交したので、年金制度に

詳しくない請求人は、先行裁定請求時近

辺の現症日の診断書（以下「先行裁定請

求時診断書」という。）を添付して、平

成○年○月○日（受付）、認定日請求を

したところ、保険者は、先行裁定請求時

診断書の現症日を見て、事後重症請求で

あると判断し、請求人の訂正印もなしに

認定日請求を事後重症請求へと恣意的に

改ざんして処理を進め、先行処分に至っ

たものであるが、当時において、もし保

険者から当該傷病に係る障害認定日（以

下「本件障害認定日」という。）近辺の

現症日の診断書（以下「障害認定日診断

書」という。）の提出を求められたので

あれば、その提出は可能であり、また、

それを添付しての認定日請求を容易に行

うことができたのであるから、本件にお

いては、先行裁定請求時において保険者

から認定日請求を不当に妨げられた経緯

があるというべきであり、本件裁定請求

が平成○年○月○日（受付）に至るまで

行えなかった原因は、上記保険者の不適

切な対応から生じているのは明らかであ

るから、請求人が先行裁定請求をした平

成○年○月○日（受付）をもって、「認

定日請求があったとき」とみなすことが

でき、そうすると、消滅時効にかからな

い平成○年○月分からの年金が支給され

るべきである、ということであると解さ

れる。

第３　問題点

本件においては、当該傷病に係る初診日

が平成○年○月○日であること、本件障害

認定日が平成○年○月○日であること、本

件障害認定日における当該傷病による障害

の程度が障害等級２級に該当する程度であ

ることについての当事者間の争いはないと

認められるところ、保険者は、本件裁定請

求がなされた日（以下「本件裁定請求日」
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という。）を平成○年○月○日であるとし、

国民年金法第１０２条第１項の時効に関す

る規定を適用して原処分をしたのに対し、

請求人は、前記第２の３に記載したとおり、

本件裁定請求日を平成○年○月○日とみな

すべきである旨を主張しているのであるか

ら、本件の問題点は、請求人の上記主張を

相当なものとして認めることができるかど

うかである。

第４　事実の認定及び判断

１　本件資料によれば、次の事実を認定す

ることができる。

(1)　請求人が先行裁定請求時に保険者

に提出した国民年金障害基礎年金裁定

請求書（以下「先行裁定請求書」とい

う。）上、「障害給付の請求事由」欄の

選択肢のうち「１．障害認定日による

請求」に○印が付された上で二重線に

より抹消されているが、請求人の訂正

印の捺印はなく、「２．事後重症によ

る請求」に○印が付されているが、「事

後重症請求をした理由」欄については、

その選択肢（３個）のいずれにも○印

が付されていない。さらに、先行裁定

請求書上、「傷病名」及び「郵便貯金

通帳の記号」の部分が訂正されており、

請求人の訂正印の捺印が認められる。

(2)　先行裁定請求時診断書の現症日は、

平成○年○月○日である。

２　以上に基づいて、本件の問題点につい

て検討し、判断する。

(1)　前記第２の３及び前記１を総合す

れば、請求人は、平成○年○月○日前

に本件窓口を訪れて、当該傷病による

障害基礎年金の認定日請求について相

談をした上で、同日（受付）、認定日

請求として先行裁定請求に係る先行裁

定請求書を提出したところ、保険者は、

先行裁定請求時診断書の現症日（平成

○年○月○日）から、当該請求を事後

重症請求であると判断した上で、先行

裁定請求書記載の障害給付の請求事

由欄の「１．障害認定日による請求」

に記載された○印を二重線で抹消し、

「２．事後重症による請求」に○印を

付し、事後重症請求をした理由のいず

れにも○印を付さずに裁定手続に関す

る処理を進めたものと認められる。と

ころで、意思表示を内容とする文書の

記載事項が訂正された場合に、表意者

の意思表示が訂正された後の記載事項

を内容とするものと認定するために

は、特段の事情のない限り、当該記載

事項が一般的に通常行われている訂正

の方式によって訂正されていることが

必要というべきであり、一般的に行わ

れている訂正の手順は、当該訂正部分

を赤の二重線で「見せ消し」をし、そ

こに表意者の訂正印を捺印する（なお

黒の二重線は「削除」に使用される。）

という方法（以下、「適式な訂正方法」

という。）であることは、公知である。

そして、当該訂正が文書作成者の意思

に基づいて行われたことは、訂正後の

記載事項による意思表示があったと主

張する者において立証すべき事項であ

る。これを先行裁定請求書について

みると、「障害給付の請求事由」欄の

「１．認定日請求」に○印が付された

上で、二重線で「見せ消し」がされて

いるが、訂正印が捺印されていないこ

とは前記認定のとおりであるから、「1．

認定日請求」から「２．事後重症によ

る請求」への訂正が請求人によってな

されたとの事実は確認することができ

ない。そして、事後重症請求をした理

由については、その選択肢のいずれも

選択されていないこと並びに傷病名の

記載及び郵便貯金通帳の記号の各記載

の訂正部分については、いずれも請求

人の印章による訂正印が捺印されてい

ることに加え、国民年金法施行規則第

３１条第１項が障害基礎年金の裁定請

求書には、傷病名、初診日、傷病が治っ

ているときはその旨及びその治った年

月日を記載すべきものとする（第４号）

ほかに、事後重症による障害基礎年金

の請求を行う者はその旨を記載するこ

とを要求している（第５号イ）のであ

り、これは、年金請求を認定日請求と
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するか、事後重症請求とするかは、受

給権発生の日を左右する重要な事項で

あるからに他ならないこと等を考慮す

ると、適式な訂正方法によることを要

しないとすべき特段の事情があったと

いうことはできず、請求人には、先行

裁定請求書の「障害給付の請求事由」

欄を上記のように訂正する意思があっ

たと認めることはできない。また、上

記訂正が、請求人以外の者により、請

求人の委託を受け、あるいは、その同

意の下に訂正されたと認めるに足りる

資料はない。

以上のことからすれば、先行裁定

請求は、事後重症請求ではなく、認定

日請求としてされたものと認められる

から、保険者としては、先行裁定時診

断書の現症日が平成○年○月○日であ

ることとの兼ね合いから、請求人に対

し、認定日請求とするのか、事後重症

請求とするのかについて、改めて確認

を求めるべきであり、請求人が認定日

請求をしているということであれば、

障害認定日（平成○年○月○日）当時

を現症日とする障害認定日診断書の提

出を指示すべきであったというべきで

ある。そして、本件において、平成○

年○月○日現症の診断書が提出されて

いることを考慮すると、そのような指

示が的確に行われていたとすれば、請

求人が先行裁定請求時に、障害認定日

診断書を提出することは容易なことで

あったと推認されるところである。そ

して、仮に、請求人が当該診断書を提

出できないような事情等があって、事

後重症請求とならざるを得ないという

ことであれば、先行裁定請求書上の認

定日請求から事後重症請求への訂正・

変更は、請求人の意思に基づく適式

な訂正方法によってなされるべきであ

り、また、事後重症請求をした理由の

いずれかに○印を付すべきであったに

もかかわらず、そうした対応をした形

跡が本件資料上全く認められないので

あり、本件手続の全趣旨を総合すれば、

先行裁定請求における保険者の対応は

極めて不適切というほかなく、保険者

の不適切な対応により、請求人は、求

めていた認定日請求の機会を不当に奪

われたものと認めざるを得ない。

(2)　そうすると、請求人が主張するよ

うに、社会保険分野にも適用があると

される信義則の法理に照らし、本件裁

定請求日を平成○年○月○日であると

みなすのが相当であって、請求人に対

してはこれによる障害基礎年金の支給

がなされるべきであり、これと趣旨を

異にする原処分は取消しを免れない。

以上の理由によって、主文のとおり裁決す

る。
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